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情報通信技術分科会報告 

平成１７年７月２９日 

 

 

１．審議体制 

  情報通信技術分科会は、ＩＴＵ－Ｒ部会、ＩＴＵ－Ｔ部会（平成１３年１

月１７日総会において設置）のほか、諮問事項について、効率的に調査審議を

進めていくために委員会を設置。平成１７年７月２９日現在、１０委員会が設

置されている。（別紙） 

 

また、ＩＴＵ－Ｒ部会、ＩＴＵ－Ｔ部会の下部組織として、ＩＴＵのＳＧ

（研究委員会）等に対応した委員会（Ｒ部会８、Ｔ部会１０）を設置。 

 

 

 

２．会議の開催状況 

前回の報告【総会（平成１６年７月２８日）】以降、会議の開催状況は以下

のとおり 

・情報通信技術分科会 ：８回開催（第２８回～第３５回） 

  ・ＩＴＵ－Ｒ部会   ：本年２月１日に第６回開催 

  ・ＩＴＵ－Ｔ部会   ：昨年１２月３日に第６回開催 

  ・各委員会      ：随時開催 

 

資料３ 
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３．分科会の主な審議内容 

【答申案件】（平成１６年７月２８日以降）計９件 

答申年月日 審 議 事 項 概     要 

平成 16 年 10 月 26 日 

（第 28 回） 

 

 

○「航空無線通信の技術

的諸問題について」の

うち「ＨＦデータリン

クの技術的条件」につ

いて（昭和 63 年 04 月

23日 電気通信技術審

議会諮問第１０号） 

洋上等の飛行においてＨＦ帯でデ

ータ通信を行えるようにするべ

く、ＨＦデータリンクの技術的条

件について取りまとめて答申。 

平成 16 年 11 月 29 日 

（第 29 回） 

 

 

○船上地球局による高

速・大容量海上衛星通

信システムの技術的条

件について（平成 16 年

6月 30日諮問第２０１

６号） 

近年、光ファイバやＡＤＳＬ、無

線ＬＡＮ等の活用による利便性に

富んだインターネット利用環境の

整備が急激に進められている中、

船舶分野においても、運行中の船

舶内における旅客のＥメールの送

受信、ウェブページ閲覧等のイン

ターネット接続サービスの提供等

海上と地上間の高速かつ大容量デ

ータ通信に対するニーズが高まっ

ていることから、これらに対応す

るため、船上地球局による高速・

大容量海上衛星通信システムの技

術的条件について取りまとめて答

申。 
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答申年月日 審 議 事 項 概     要 

平成 16 年 11 月 29 日 

（第 29 回） 

 

○「５ＧＨｚ帯無線アク

セスシステムの技術的

条件」のうち「占有周

波数帯幅２０ＭＨｚ以

下の小電力データ通信

システムの技術的条件

等」について（平成 15

年 10 月 29 日諮問第２

０１４号） 

ＷＲＣ－０３で世界的に無線Ｌ

ＡＮを含む無線アクセスシステ

ムに割り当てられたこれらの周

波数帯については、レーダーと

周波数を共有することから、無

線アクセスシステムにレーダー

の発する電波を検出し、検出し

た場合は同じ周波数を使わない

ための仕組み 

（ＤＦＳ：Dynamic Frequency 

Selection）を装備することが義

務付けられているが、これらに

対応するため、諸外国における

検討状況を踏まえた上で、レー

ダーを適切に保護するためのＤ

ＦＳの要件等について検討する

べく、占有周波数帯幅２０ＭＨ

ｚ以下の小電力データ通信シス

テムの技術的条件等について取

りまとめて答申。 

平成 16 年 11 月 29 日 

（第 29 回） 

 

○無線設備のスプリアス

発射の強度の許容値に

ついての技術的条件に

ついて（平成 14 年 3 月

13 日諮問第２００７

号） 

近年の社会・経済活動の多様化に

伴い、国民生活において情報通信

が果たす役割は急速に高まってお

り、中でも、無線システムの高度

化・多様化の進展により、電波が

稠密に利用されている状況におい

て、異なるシステム間での混信を

避け、また、電波の有効利用が図

られるよう、不必要な電波の発射

（不要発射）をできる限り低減さ

せることが求められており、これ

らに対応するため、無線設備のス

プリアス発射の強度の許容値につ

いての技術的条件についてとりま

とめて答申。 
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答申年月日 審 議 事 項 概     要 

平成 16 年 12 月 15 日 

（第 30 回） 

 

○「小電力の無線システ

ムの高度化に必要な技

術的条件」のうち「移

動体識別システム（Ｕ

ＨＦ帯電子タグシステ

ム）の技術的条件」の

うち「高出力型 950MHz

帯パッシブタグシステ

ムの技術的条件」につ

いて（平成 14 年 9 月

30 日諮問第２００９

号） 

電子タグシステムに使用する周波

数について、これまで使用可能と

なっている周波数帯に加えて、比

較的長距離の通信（～１０m(メー

トル)程度）が可能で新たな利活用

へと繋がる可能性のあるＵＨＦ帯

の利用が行えるよう、移動体識別

システム（ＵＨＦ帯電子タグシス

テム）の技術的条件について審議

を進めてきたところ、今般、比較

的長い通信距離を確保する必要が

あるような業務用のアプリケーシ

ョンに用いられ、ニーズの高い高

出力型 950MHz帯パッシブタグシス

テムについて報告がまとめられた

ことから、当該技術的条件につい

て取りまとめて一部答申。 

 

平成 17 年 2 月 28 日 

（第 32 回） 

 

○「小電力の無線システ

ムの高度化に必要な技

術的条件」のうち「体

内植込型医療用データ

伝送システムの技術的

条件」について（平成

14 年 9 月 30 日諮問第

２００９号） 

人体内に植え込まれた心臓ペース

メーカー等の医療用機器につい

て、これまでの磁気結合方式によ

り、患者の病状データの転送やペ

ーシングの制御などのデータ伝送

を行っているが、より通信速度が

向上され、かつ、非接触である無

線通信方式を導入するため、必要

な技術的条件について取りまとめ

て一部答申。 
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答申年月日 審 議 事 項 概     要 

平成 17 年 3 月 30 日 

（第 33 回） 

 

○「ＦＴＴＨ等によるケ

ーブルテレビネットワ

ークの高度化のための

技術的条件」について

(平成16年7月29日諮

問第２０１７号) 

 

ＦＴＴＨ等光ファイバによるケー

ブルテレビのネットワークの高度

化に対応するため、放送と通信を

一体的に提供するケーブルテレビ

事業者のサービス特性や国際標準

などにも留意し、使用する光波長

やネットワークの性能等について

「ＦＴＴＨ等によるケーブルテレ

ビネットワークの高度化のための

技術的条件」として取りまとめて

答申。 

平成 17 年 3 月 30 日 

（第 33 回） 

 

○「電気通信事業におけ

る緊急通報機能等の高

度化方策」のうち「Ｉ

Ｐネットワークにおけ

る緊急通報等重要通信

の確保方策」について

（平成15年11月 27日

諮問第２０１５号） 

今後普及が予想されるＩＰ電話か

らの緊急通報の確保方策が求めら

れていることから、これらに対応

するため、「ＩＰネットワークにお

ける緊急通報等重要通信の確保方

策」について取りまとめて一部答

申。 
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答申年月日 審 議 事 項 概     要 

平成 17 年 5 月 30 日 

（第 34 回） 

○「携帯電話等周波数有

効利用方策」のうち「２

GHz 帯 に お け る

IMT-2000（TDD 方式）

の技術的条件」及び

「1.7GHz帯における 

IMT-2000（FDD 方式）

の技術的条件」につい

て（平成 7年 7月 24 日

諮問第８１号） 

「2GHz帯における IMT-2000（TDD

方式）の技術的条件」については、

IMT-2000 の技術の進展について調

査を行うとともに、2010～2025MHz

を使用する可能性のある各 TDD 方

式と隣接周波数を使用する他シス

テムとの間における共用検討を行

った。 

「1.7GHz帯における IMT-2000（FDD

方式）の技術的条件」については、

平成 18年度から新たに FDD方式の

携帯電話に利用できる見通しとな

っていることから、隣接周波数を

使用する PHS との間における共用

検討を行った。  

 以上の検討結果を受けて、他シ

ステムに干渉等の影響を与えない

ようなIMT-2000の円滑な導入に向

けた技術的条件を取りまとめて一

部答申。 
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【報告案件】（平成１６年７月２８日以降）計７件 

報告年月日 審 議 事 項 概     要 

平成 16 年 10 月 26 日 

（第 28 回） 

 

 

○小電力の無線システム

の高度化に必要な技術

的条件」のうち「体内

植込型医療用データ伝

送システムの技術的条

件」について（平成 14

年 09 月 30 日 諮問第

２００９号・審議開始）

 

人体内に植え込まれた心臓ペース

メーカー等の医療用機器につい

て、現行の磁気結合方式より通信

速度が向上され、かつ、非接触で

ある無線通信方式を導入するた

め、必要な技術的条件について審

議を進めるもの。 

平成 16 年 10 月 26 日 

（第 28 回） 

 

 

○平成１７年度総務省科

学技術関係経費概算要

求の概要について 

 

平成１７年度概算要求のうち、情

報通信関係（独立行政法人情報通

信研究機構（ＮＩＣＴ）関係予算

並びに本省予算のうち研究開発関

係及び電波利用料財源）について

報告があった。 

平成 16 年 11 月 29 日 

（第 29 回） 

 

○電波資源拡大のための

研究開発（電波利用料

制度の見直し） 

について 

「電波有効利用政策研究会」の報

告書に「経済的価値を勘案した電

波利用料制度の導入」、「免許不要

局からの徴収の是非」、「国、地方

公共団体からの徴収の是非」等と

共に「使途の拡大」が盛り込まれ

ているが、以上を踏まえ、電波利

用料の使途として「電波資源拡大

のための研究開発」を盛り込むべ

く現在折衝中である旨の報告があ

った。 
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報告年月日 審 議 事 項 概     要 

平成 16 年 12 月 15 日 

（第 30 回） 

 

○「ユビキタスネット社

会に向けた研究開発の

在り方」について 

（平成 16 年 7 月 28 日

諮問第９号・審議状況

報告） 

産業・経済の発展の社会基盤とな

りつつある情報通信分野の技術競

争力を保ちつづけるために、当面

２０１０年をターゲットとして、

各機関の役割を明確にするととも

に、重点化や効率化をすすめて、

我が国の情報通信分野の研究開発

力を強化するため、ユビキタスネ

ット社会に向けた研究開発の在り

方について、検討を行ってきたが、

その審議状況報告が行われた。 

平成 16 年 12 月 15 日 

（第 30 回） 

 

○ＩＴＵ－Ｔ部会報告 

（電気通信技術審議会

諮問第２号・報告） 

ＩＴＵ－Ｔ部会における審議結果

に基づき行われたＩＴＵ－Ｔの各

ＳＧ会合等における標準化活動の

検討項目の概要、本年８月１７日

に行われた第５回ＩＴＵ－Ｔ部会

において行われた一部答申（２０

０４年世界電気通信標準化総会

（ＷＴＳＡ－０４）への対処につ

いて）の概要、本年１０月５日か

ら１０月１４日までブラジルにお

いて開催されたＷＴＳＡ－０４で

の審議結果概要、そしてＷＴＳＡ

－０４の審議結果を受けた今後の

ＩＴＵ－Ｔ部会の検討体勢につい

て報告があった。 
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報告年月日 審 議 事 項 概     要 

平成 17 年 2 月 28 日 

（第 32 回） 

 

○ＩＴＵ－Ｒ部会の審議

状況報告について 

情報通信審議会に引き継がれた電

気通信技術審議会諮問第１号「国

際電気通信連合（ＩＴＵ）無線通

信総会（ＲＡ）への対処について」

は情報通信技術分科会ＩＴＵ－Ｒ

部会において現在審議を行ってい

るが、２００４年におけるＳＧ等

会合の対処に関する審議状況と、

ＩＴＵ－Ｒ部会における今後の対

応について報告があったもの。 

  現在の主な検討項目としては、

ＵＷＢ（超広帯域）システムの検

討、短距離伝搬特性推定法に関す

る検討、ＨＥＯ（長楕円軌道）衛

星システムに関する検討、移動・

携帯端末向けのデジタル放送に関

する検討、地球観測受動センサに

関する検討、ＲＮＳＳ（無線航行

衛星業務）システム保護のための

共用条件、ＩＭＴ－２０００の高

度化および後継システムのビジョ

ン、広帯域無線アクセス（ＢＷＡ）

に関する検討等がある。 

平成 17 年 6 月 27 日 

（第 35 回） 

○「ユビキタスネット社

会に向けた研究開発の

在り方」について（平

成 16 年 7 月 28 日 諮

問第９号） 

産業や経済の発展を支える社会基

盤となりつつある情報通信分野の

技術競争力を保ち続けるために、

国等の役割を明確にするととも

に、重点化や効率化を進め、我が

国の情報通信分野の研究開発力を

強化することを目的にして、今後

のユビキタスネット社会に向けた

研究開発の在り方について、検討

を行ってきたもの。 
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（別紙） 

情報通信技術分科会の部会・委員会 

部会・委員会とその所掌事項 担当課名 

ＩＴＵ－Ｒ部会 

（部会長：中川 正雄 慶應義塾大学理工学部教授） 

電技審諮問第１号「国際電気通信連合無線通信総会への対処につい

て」 

情報通信政策局 

通信規格課 

 

ＩＴＵ－Ｔ部会 

（部会長：酒井 善則 東京工業大学大学院理工学研究科教授） 

電技審諮問第２号「国際電気通信連合電気通信標準化部門の活動へ

の対処について」 

情報通信政策局 

通信規格課 

 

ＣＩＳＰＲ委員会 

（主査：杉浦 行 東北大学電気通信研究所教授） 

電技審諮問第３号「国際無線障害特別委員会の諸規格について」 

総合通信基盤局 

電波環境課 

 

航空無線通信委員会 

（主査：森川 博之 東京大学大学院新領域創成科学研究科助教授）

電技審諮問第１０号「航空無線通信の技術的諸問題について」 

総合通信基盤局 

衛星移動通信課 

 

海上無線通信委員会 

（主査：鈴木 務 電気通信大学名誉教授） 

電技審諮問第５０号「海上無線通信設備の技術的条件」 

総合通信基盤局 

衛星移動通信課 

携帯電話等周波数有効利用方策委員会 

（主査：服部 武 上智大学理工学部 電気・電子学科教授） 

電技審諮問第８１号「携帯電話等の周波数有効利用方策」 

総合通信基盤局 

移動通信課 

 

移動衛星通信システム委員会 

（主査：大森 愼吾 （独）情報通信研究機構理事） 

電技審諮問第８２号「非静止衛星を利用する移動衛星通信システム

の技術的条件」 

情通審諮問第２０１６号「船上地球局による高速・大容量海上衛星

通信システムの技術的条件」について 

総合通信基盤局 

衛星移動通信課 

 

局所吸収指針測定委員会 

（主査：安藤 真 東京工業大学大学院 理工学研究科教授） 

電技審諮問第１１８号「携帯電話端末等に対する比吸収率の測定方

法」 

総合通信基盤局 

電波環境課 
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部会・委員会とその所掌事項 担当課名 

ＵＷＢ無線システム委員会 

（主査：安藤 真 東京工業大学大学院理工学研究科教授） 

情通審諮問第２００８号「ＵＷＢ（超広帯域）無線システムの技術

的条件について」 

総合通信基盤局 

移動通信課 

 

小電力無線システム委員会 

（主査：中川 正雄 慶應義塾大学理工学部教授） 

情通審諮問第２００９号「小電力の無線システムの高度化に必要な

技術的条件について」 

総合通信基盤局 

移動通信課 

 

5ＧＨｚ帯無線アクセスシステム委員会 

（主査：安藤 真 東京工業大学大学院理工学研究科教授） 

情通審諮問第２０１４号「5ＧＨｚ帯の無線アクセスシステムの技術

的条件」について 

総合通信基盤局 

基幹通信課 

 

研究開発戦略委員会 

（主査：根元 義章 東北大学大学院情報科学研究科教授） 

諮問第９号「ユビキタスネット社会に向けた研究開発の在り方」に

ついて 

情報通信政策局 

技術政策課 

 

 

 

 

 


